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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
前内閣官房参与　峰崎直樹
 札幌は、先週前半ようやく桜の開花宣言が出て、満開までには時間がかかると思ったのだが、週末にはあっという間に満開となるまで気温が上昇し、体がついて行けないほどの急変ぶりである。
GDP速報、肝腎のデフレーターはマイナスのままだ
　さて、5月16日内閣府は、2013年1~3月期の国内総生産(GDP)速報値を発表した。年率換算で実質3.5%増になったという。増加(前期比0,9%増)への寄与度をみると、外需が0,4%と予想外に伸び、高額品の販売などが押し上げ要因になった個人消費０．６%とともに、GDPを強く押し上げたとされている。
ところが、肝腎の設備投資は増えておらず、依然として日本経済の成長を進めていくべき力に乏しい。何よりも、デフレの実態を一番よく表すGDPデフレーターが、昨年の10~12月期よりも下がっており、デフレからの脱却が進むどころか、ますます悪化していることを示している。円安が、輸入物価の高騰、輸出価格の低下という形で交易条件の悪化をもたらしてわけで、引き続きさらなる円安が進めばGDPデフレーターの低下は、今後とも続いていくに違いない。まさに、デフレからの脱却への道は、進んでいないことを示している。
もっとも、このGDPの四半期別の速報値ほどいい加減な統計はないのであり、1年後に確定値が出てきたときにはプラスがマイナスになったりすることすらある。そんな数値に一喜一憂することはないのだが、アベノミクスについては、マスコミも役所からの情報をそのまま垂れ流しすることなく、正しく見るよう強く要請しておきたい。
成長戦略、イノベーションが起きなければ
 アベノミクスの第三の矢である成長戦略が、いろいろと出始めてきた。その多くは、歴代内閣がいつも打ち出しながら実現できなかったものが多く、安倍内閣の成長戦略も、おそらくは同じ運命をたどるに違いない。
　成長戦略とはマクロ的には付加価値生産の拡大であり、付加価値を拡大していくためには資本、労働力、そして全要素生産性の三つの伸びが必要になる。資本の伸びは、停滞し続けている。成長するには、民間企業部門がリスクを取って設備投資をする必要があり、借入金の増加によって赤字部門になるのが当たり前なのに、いまや貯蓄超過の黒字部門になり、多くの企業での投資する資金が内部留保や減価償却内で賄われている(実は、短期的には投資も需要なのであり、需要不足を解消できない要因の一つ)。どうすれば民間企業が設備投資に借り入れを増やしてお金を使い始めるのか、大きな課題になっている。
労働力の伸びも、中長期的には縮減しつつあり、生産年齢人口の伸びは毎年1%程度下がりつつある。今後、女性や高齢者の労働力率向上が図られるだろうが、今のところ十分な労働力率の向上には至っていない。
結果として計測できる成長の伸び率から資本や労働力の伸び率を差し引いたものが全要素生産性ということになるのだが、その全要素生産性なるものの実態は、なかなか具体的に説明しにくい。私自身は、全要素生産性とは、要するに生産に従事する人々のやる気が起こるような改革の積み重ねが大きいのではないか、と説明することにしているのだが、正しくはシュンペーターの提起したイノベーションの実現ということになるのだろう。シュンペーターは、イノベーションとして次の5つを上げている。
1 新しい製品
2 新しい生産方法
3 新しい販路開拓
4 新しい原料・半製品という供給源の獲得
5 新しい組織の実現
　最近では、イノベーションの分類として次の二つに分けられることが多い。
1 プロダクトイノベーション(製品革新)
2 プロセスイノベーション(行程革新・製法革新)

飽和化した耐久消費財、製造業の雇用は減少へ
民間企業が進めるリストラ、合成の誤謬で総需要低下へ
　モノづくりの観点からすれば、もちろん新しいプロダクトイノベーションが起きるのが望ましいわけだが、残念ながら高度に発達した日本の経済社会では、新製品の開発イノベーションは、耐久消費財が一巡し飽和化したこともあり、我々の生活スタイルを一変させるような新製品は、ほとんど出てこなくなっている。他方で、労働者の賃下げや雇用の不安定化といったリストラの展開や、海外に進出したりM&Aなどを通じた改革が進められている。その為に、日本国内での設備投資が低下し、安定した雇用がなくなりつつあるのが現実である。
デフレの下での賃下げや雇用の不安定化は、個別企業にとっては当然の利潤拡大策なのだが、すべての企業が一斉に実施すれば、マクロ経済的には「合成の誤謬」となって総需要の低下をもたらし、結果としてGDPの低下につながる。どうやってデフレからの脱却を進めるべきか、と言う今日的な状況下では、総資本の立場からも考え直す必要がある。そう考えると、残された国民の需要先は、健康面や環境面、さらには自らの知的水準を向上化させることなどに向けられており、その分野への転換が求められている。民間が出てこれない以上ここは、政府部門の出番しかない。
教育・医療・介護・子育てなど、需要は確実にある
問題は財源であり、国民の負担増を求める以外にない
ところが、この分野の多くは、市場に任せてしまえば国民の所得に応じた供給ができてしまい、格差社会が蔓延し再生産されて社会の安定的な発展すらおぼつかなくなる。経済を発展させる大前提としての社会の安定が失われてしまうのだ。典型的にはアメリカの医療であり、日本でも教育においてその実態がだれの目にも明らかになり始めている。
すなわち、公的な教育支出の対GDP比で見たとき、日本は３．８%とOECD平均値５．８%にGDP比で２%約10兆円も低くなっており、先進国の中で最低の水準でしかないことが中央教育審議会の答申でも指摘されている。そのために、富裕層と貧困層との学歴較差が拡大し、それが雇用較差となり世代間での貧富の格差へと連動していく。まさに、分厚い中間層が貧弱になり、民主主義の基盤が脆弱になりつつある。
そのこと改革するためには財源が必要になるわけだが、歴代政権は増税して教育予算の拡充を進めようとしないで放置してきたのだ。財務副大臣時代に文科省の主計官にその点をただしたところ、「確かにGDP比は少ないのですが、子どもの進行が減っているので人口一人当たりでは遜色ありません」という答えが返ってきたことを覚えている。これでは、将来のイノベーションを起こす科学技術の振興などは望むべくもない。

社会保障や教育の規制緩和を進めて市場に任せれば
格差は拡大し民主主義は不安定化する
そのことは、社会保障の面でも同じことが起きようとしている。医療の混合診療の全面解禁である。現在、法律に基づいて設置された社会保障制度改革国民会議の場で医療や介護などについて議論されているのだが、他方で、産業競争力会議などでも同じ問題が議論されており、医療分野への市場原理を全面展開しようと狙ってきている。幸いなことに、今の状況下では直ちに混合診療の解禁、と言う方向に行くことにはならないようだが、何時そのような改悪が進められるとも限らない。要するに、今の安倍政権のもとで政策を考えている方たちの考え方は、資本が自由に利益を上げられるよう規制改革を全面展開していくことを進めようとしているのであり、ある経済界の有力者の次のような発言こそが彼らの考え方の集大成なのだろう。
　「成熟した先進国経済の成長力を左右するのはイノベーションだが、それは予測不可能なもの。だから企業にできるだけ自由を与え、競争させる規制改革を徹底的にやる必要がある」(元産業再生機構COO冨山和彦氏　日経新聞5月18日3面より)
　はたして、このような規制緩和を進めていけば、どのような社会になるのだろうか。分厚い中間層がやせ細り、格差社会が蔓延し、国民の不満が増大し民主主義と市場経済の緊張関係が高まり、日本社会の持続可能性に赤信号がともるに違いない。その道は、小泉政権の下で進められた「構造改革」路線で、その弊害が実証済みの物ではなかろうか。
与謝野馨氏の自民党への復党報道に思う
自民党に対して何を迷惑かけたと言われるのか
最後に、どうしても見逃すことができない「囲み記事」に注目した。朝日新聞5月16日付の朝刊で、「与謝野氏、自民復党へ」と。全文250字足らずの小さな囲み記事ではあるが、小生にとってはなかなかインパクトのある記事であった。与謝野氏はもう政界から引退され、今年旭日大綬章を受章されたこともあり、党紀委員会を開催して復党が認められる方向とのことだが、ご本人からの直接取材の裏付けは取られていないようだ。もっとも、皇居で行われた今年春の叙勲の親授式には出席されておらず、体調もかなりきびしいようだ。
記事によれば、「詫び状」と「復党願」を提出され、「わび状」のなかで「民主党政権で大臣になり迷惑をかけた。後進の育成のために尽力していきたい」と記されているとのこと。
与謝野氏と言えば、民主党菅政権の下で、社会保障・税一体改革担当大臣に就任され、その事務局で小生なども消費税率の引き上げに向けてともに努力したわけで、それが自民党に迷惑をかけたという形で反省されて復党になるとは、ちょっと釈然としない。特に、自民党という政党に対して、再分配政策では社会民主主義の政党だという考えをお持ちなだけに、やはり自民党に戻っていきたいと考えられたのだろうか。それにしても、自民党には何を迷惑かけたのだろうか。
結局、与謝野馨氏は、
「民主党政権に送り込まれたトロイの木馬」だったのだろうか
むしろ結果から見ると、自民党は民主党に国民が嫌がる消費増税引き上げをやらせ、そのおいしい果実を今取り込んでいるわけで、今政権に復帰した自民党政権にとって、与謝野氏が果たした役割は結果として大変重要・貴重だったのではないか。もっと厳しく見るなら、与謝野氏は「民主党政権に送り込まれたトロイの木馬」ではなかったのか、と思いたくもなる。社会保障の充実・安定のために増税を含む財源の確保・充実が必要であることを、一貫して、熱っぽく語られていた与謝野馨元大臣を、”いぶし銀”のような存在として尊敬していただけに、”裏切られた”と言う思いが募る。ご本人にその真意を聞いてみたい気もするが、天皇陛下の親授式にすら出られなくなっている今日、それも叶うまい。
ただ、社会保障・税一体改革を進め、消費税率の引き上げに道筋をつけ、法案化にまで持ち込んだ与謝野大臣の果たした功績は、まことに大きい。後世の歴史家は、そのことを正しく評価はするだろうが、それと自民党への復党をどのように評価するのか、聞いてみたい気がする。
と同時に、大臣に任命した菅元総理、さらには政治生命をかけて一緒に目標を実現にまい進された野田元総理や藤井元財務大臣は、どんな気持ちでこの記事を読まれたのであろうか。
何とも、後味の悪さが残って仕方がない。
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